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1は じめ に

アメ りカの財務会計基準審議 会(FinancialAccountingStandardsBoard:以 下 、「FASB」

とい う)は 、1996年 か ら着.手 して いた企業結合 プロジェク トの最終 成 果 として2001年6月 に

財務会計基準 ステー トメン ト第141号 「.企業 結合u:1」(以..ド 、 「SFAS141」 と い う)を 公表 し

た。 このSFAS141に お いて は、従来 、企業結合 の会計処理方法 と して容認 されていた持分 プ

ー リング法 が廃止 され
、パ ーチ ェス法への一元化 が図 られ たU;。 パ ーチ=[ス 法 とは、企業 結

合 をある企業が他の企業 を取得(acquire>し た とみ な して会計処理す る方法 で あり(3)、 こ こ

にお いては、被取 得企業 の財務諸表 にオ ンバ ランスされていたか否 かを問わず 、すべ ての資

産お よび負債が結合後 のrの 資産 および負 債 として認識 され る 〔s)

FASBは 、SFAS141に よ って 、企業結合 に取得 した無形 資産 に関す る.会計処理の精緻化 が

nら れ た 〔5〕と してい るが 、これ は企業結合 の.会計処理方法 をパ ーチェ.ス法に一元化す ること

に よ り、被取得企業 の自己創設無形 資産の うち一定 の要件 を満 たす ものにつ いて、そのオ ン

バ ランスが一義的に行 われ るよ うになったためであ る(s;と い う。

企業結合時 に取得 した この ような無形 資産 を原初認識 す るに あたっては 、他 の受 入純 資産

と同様に、公.正価値 を見積 もることが必要 となる(7)。 この公正価値 を見積 もるにあたっては、

類似 資産 の市場価格 を参照す る、.見積将 来キ ャッシュ ・フローの割 引現在価値 を算定す るな

どの プロセスを経る必要があ る 醐 が、被取得 企業の財務諸.表にオ ンバ ランスされて いなか っ
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た自己創 設無形資産 に対 して これ らのプ ロセスを適 用す るにあたっては、評価.者が主観 的に

見積 もりを行 うことが避 け られ ないよ うに思われ る。FASBの 諸概 念ステ ー トメン ト(State-

menlsofFinancialAccountingConcepts:以 下 、「SFAC」 とい う)に おいては、会計情報 を有

用に させ る特性 と して 「測 定値の信頼性」が あげられ ている ところか ら(N1、 この ような評価

額 を会計上 の測定値 と して容認す るためには、算定の基礎 となった経営者 の見積 もりの合理

性 または客観性が情報利用者に広 く認 め られ る必要 があるよ うに思 われ る、,

現 在 、FASBに お いては 、公正価値 の見積方法 のみ な らず、その定義 自体 を見直す た めの

プ ロジェク トが発足 してお り、具体的な検討 も始 まってい る 〔1。}。この ことを考 えると、この

よ うな経営者 の見積 もりの前提 となる様 々な仮 定に対 しては未 だにコンセ ンサ.スが得 られ て

お らず、無形 資産 の会計処理 につ いて も、引 き続 き検討 が行 われ、 また改善 が図 られて い く

よ うに思われ る。

小稿 は、かか る現状認識に基づいて、SFAS141の 対 象で ある企業結合時に取得 した無形資

産 の公正価値評価の概 要について整理 し、 その 問題 点 をあげ るとともに、企業結合事例 の増

大 とともに情報 ニー ズが高 まっている とされ る(n:.無 形 資産価値 にかか る情報 のデ ィ.スクロ

ージャーにつ いて検討 を加 えることを目的 としてい る
。

II企 業結合時に取得 した無形資産の資産性

SFAS141に お いて、無形資産 は 「物理 的実体 を有 さない(金 融商 品以外の)資 産 〔12〕」 で

あると定 義 されてい る。 したがって、被取 得企業 の有 してい た無形資産 が、結合 後の企業 の

資産 と して認識 され るかh:nか につ いては、 まず無形 資産 が資産の要件 、す なわ ち将 来の 正味

キ ャ ッシュ ・インフローに貢献す る能 力を有 して いる こと、 ここか ら生 じる経済 的便益 を特

定 の実体 が支配 してい ること、および、過 去の取引 または事象 がすで に発生 してい るこ との

3点｢a;を 満 た してい るかによって検討 しな ければ な らないよ うに思 われ る。

SFACは 、 資産 の本質 をこれ.が生み出す将 来 の経 済的 便益、..貝体 的には正味 キ ャッシュ ・

フ ローに求 めてい る 〔in)が、 これ は物理 的実体 を有 す る資産 を保 有 してい るのみ では実 現 で

きず 、 これ らを効率 的に活用す るため に、 ノウハ ウなどの無形の経営資源 が経営 に活 か され

て は じめて実現 で きる もので ある。 この意昧 で、無形 の経 営資源 が将.来の正味 キ ャッシュ ・

フローに貢献す る能 力は、企業活動が継続 してい るか ぎり存在 し続 けるこ とにな るps1。

しか し、無形 資産 は物理 的実体 を有 して いない ところか ら、 これが生み 出す将来 の経 済 的

便益 に対 す る支配の存在 を主張 す るため には.、その存在 を立証 しうる客観的 な証拠 を.貝備す

ることが必要 となるように思われ る。

無形資産 と同様 に物 理 的実体 を有 してい ない金融商uonは 、 契約が存在す ることに よって権
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利に対する支配の存在が法的に認められる。このことを考えると、無形資産についても、こ

れが生み出す将来の経済的便益を評価 したうえでの契約が締結 されることとなれば、当該契

約文書を将来の経済的便益に対する支配の存在を客観的に示す証愚として利用できるとも考

えられる。

しかし、SFAS147.は 企業結合の会GI処 理を規定するものであり、ここにおいて、無形資産

は取引対象の一部にすぎない、すなわち直接の取引対象としては位置づけられていないよう

に思.われる。このことは、企業結合.を会計処理す.るにあ.た.り.、これに要 したコス トが被取得

企業の資産および負債の公正価値の積み上げではな く、発行株式の公正価値等により総体と

して決定 され、次いで、その.一部が個々の資産および負債に対 して割り当てられる(allocate;)

という会計処理が採用 されていること(10,か らもうかがわれる。 したがって、このような個

別の契約が存在することを前提 とする考え方は、企業結合時に取得する無形資産が生み出す

経済的便益に対する支配の存在を立証する方法としては、必ず しも妥当ではないように思わ

れる。

SFAS141に おいて、企業結合時に取得される無形資産を結合後の企業の資産として認識す

るためには、次の2つ の要件 を満たすことが必要 〔17)とされている。FASBは 、これらの要件

を充足するものは、当然に資産の要件 も充足する 〔lft;としているが、このことを考えると、

これら2つ の要件は企業結合時に取得する資産に対する支配の獲得 を客観的に立証するため

の証拠に関するFASBの 判断を示 したものと思われる。

墨

.

(1)契 約 その他の法的権利か ら生 じた ものである こと

(2)被 取 得 企業か ら分離(separate)ま た は分割(divide)し 、売却 、移転 、 ラ.イセ ン.ス、

賃貸 または交換可能で あること(分 離可能である こと)

第1の 要件は、「権利 から生 じている多くの無形HJの 価値は、契約、法令その他これらに

類似する方法によって、法的に移転 されるQ9)と の認識に基づいて設けられたという。そも

そも無形資産は、「無形であるがゆえに、第三者が当該無形資産の移転を伴うことなく、また

対価を支払 うことなく、当該無形資産を容易に複製 し保有することができる ⑳」という特徴

を有 しており、そのために待定の実体による支配の存在を無条件で認めることは非常に困難

である。しかし、契約、法令その他これらに類似する方法(以 下、「法的方法.」という)に よ

って権利主体および権利の範囲が法的に確定 されているのであれば、これを第三者に対して

主張することも可能となる。すなわち、これは各種法令によって確定 された権利範囲を個 々

の無形資産の外延として用いるとい う考え方であり、上述 したように、他の資産にかかる権

利範囲の確定と同一の基盤に立脚 しているものと思われる。

確かに、法的権利として確立 しているかnか を問わず、一一部の無形の経営資源については、
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実体経済において取 引市場 が存在 してい る(L1;。 こ こにおいて取引対象 となっている無形 の経

営資源 につ いては、その活用 によ って経済 的便益 が享受 できるとの合意 が広 く形成 されてい

る と考 え られ る。第2の 要件 は、この ような無形 の経営資源 を会計上 も無形 資産 として認識

す るため に設 けられ たもの であ り、権利範 囲の確 定 を法令 によ らず 、市場 に委 ねた もの と考

え られ る.し たがって、 ここにお いて は取引対象 とな る蓋然性 につ いての.予測(u7を 経 営者

が合理 的に形成 しうるので あれ ば、当該無形 資産 が法的権利 で あるか否 かにかかわ らず 、そ

の資産性 が容認 され ることとな るよ うに思われ.る6...

SFAS141に お いては、第2の 要件 によ って資産性 が認め られ る無形 資産の具体例 と して 、

顧客 リス ト、契約に よらない顧客関係 、特許権 を取得 してい ない技術 、 および 、権 限 プ ラン

ト(titleplan[)を は じめとす るデータベースの4つ があげ られている(z3`。 レか し、前二者 は

常 に流動 的であ り、 また後二者 につ いて も、法的 に保護 が図 られてい ない かぎ り、常 に流 出

の おそれがある。 これ らと同様 に、企業 に対 して経済 的便益 をもた らす無形の 資源 と して考

えられて いるノウハ ウはSFAS141の 無 形資産の対象 か ら除外 されてい る 髄 が、支配 を喪失

す る危険性 に さらされてい る点につ いては、 これ らと異 な るものではない、 したが って 、両

者の会計処理F.の 違 いは、経済 的便益 に対す る支配の存在を(1)当 該 資産にかか る取引市場

が存在 し、(2>取 引 意思のあ る独 .?%.第三 者 間において取引 の対象 とな りうることを合理 的 に

想 定 しうるか否かによって判 断 しようと したために生 じたもσ)と思われ る。

また、 この点 を資産の第3の 要件 と関連 させ て考 えると、経済 的価 値の あ る資源 を資産 と

して認識す るための判断基準の焦 点は 、「過去の取引 の存 在」か ら、「取引市場 が存 在 し、将

来 的に当該市場 に参画で きる資産 で あるか否 か」 とい う点 に移 ってきてい るように思 われる。

しか し、取引が生 じるためには、需 要 と供給 が ともに存在す るこ とが必要不 可欠で あ り、仮

に現時 点において は取引.市場 が存在 してい たと して も、 そのいずれ かが欠 けて しまえば 、将

来 的に 市場が喪失 して しまうおそれ もあ る。 この ことを考 えると、取引市場 の存在の み を資

産認識 のための基礎 と して重視す るこ とには、会計情報 の安定性 を欠 くとい う意味 で問題 が

あるように思われ る。

この点 に関連 して 、 アメ リカ公認 会計 十協 会(AmericanInstituteofCertifiedPublic

Accountants:AICPA)は 、被取得企業 においてオ ンバ ランス されていなかった無形 資産 を.企

業 結合時 に識別 するための唯一の判断基準 と して 、公正価値 に よって適切 に評価 で きる こと

をあげてい る(u)SrAS141.に お いて、⊥ 記の2つ の要件のいずれかが充足 され た場合 、信頼

しうる公正価値 を測 定す るため に..{.・分 な情報 が得 られ る 〔u)と されてい ること もあわせ て考

えてみ ると、無形 資産が資産 と して認識 され るための要件 は、結 果的に この1点 に集 約 しう

るよ うに も思 われ る。

一82一

.
,
ヒ
匿



無 形 資 産 の デ ィス クu一 ジ ャ ー・に関 す る一 考 察

m公 正価値による無形資産評価の妥当性

無形資産の存在を将来の経済的便益 として認識 し、資産性を容認することができたとして

も、会計の本質は経済活動および経済事業を貨幣額によって計算することにあるところから、

その計算が一定のルールに基づいて行われないかぎり(27:、財務報告に対 して様々な関心を有

している.情報利用者の利害を調整す.るこ..とは不可能であ.る。上述のよう.に忌企業結合におい

て取得 される無形資産は公.正価値をもって原初.入帳価額 とされるが、会計理論上、この公正

価値の妥当性はどのように説明されるのだろうか。

SFACに おいては、認識規準の1つ である測定可能性について、次のように説明されてい

る(28)。

「資産(中 略 引用者〉は、.十分に信頼性のある貨幣単位で数量化され、かつ 目

的に適合する属性を有 していなければならない。測定可能性は、目的適合性および

信頼性と一緒に検討されなければならない」

SFAS141に お いて、公正価値 は 「取 引意思の ある独立 した 当事者間 による競売 または清 算

に よる処分 以外の現在の取引 において、資産(ま たは負債)の 購 入(ま たは負担)ま た は売

却(ま たは弁済)を 行 う場合 のその価額(zs)と 定 義 されて いる。 この定義は、SFAC第7号

「会 計測 定にお けるキ ャッシュ ・フロー情報 お よび現在価値の活用(s。U(以 下 、「SFAC7」 と

い う)に おける公正価値 の定義 と同.の ものであ る。

FASBは 、 公正価値 の算定 には3つ の レベ ルが存在す ると してい る(Y1;。:具体 的に は、第1

レベル の公正価値 として実際の交換価格 、第2レ ベルの公正価値 と して類似 資産 につ いて の

取引 が行われて い る場合 の 当該取 引価格 、第3レ ベルの公正価 値 と して将来 キ ャッシコー フ

ローの 見積額の3つ(sz1で あ る,,

第1レ ベル は、測定時 または測定直 前にお ける.市場取 引 において観察可能 な価 格 をもって

公 正価値 を見積 もる ㈹ とい うものであ り、 これ によって算定 され る公正価値 は歴 史的原 価

の測定属性 を帯び るこ ととな る。 しか し、無形 資産 を個別 で取得 した場合で あれば 、個 々の

無形 資産 に対 して価格の裏付 け を与 えることは可 能で ある ものの、企業結合σ)場合 、資産 お

よび負債 は個 別に取得 され るの ではな く、被取得 企業の純 資産 が総体 と して取得 され る とこ

ろか ら、この/i法 によって公正価値 を算 定す ることは非常 に困難で あるように思われ る。

第2レ ベル は、実際 の交換価格が存左 しない場合 に、測 定時 または測定直前 における類 似

資産 にかか る市場取引 において観察可 能 な価格 に調整 を加 え ることによって公正価値 を見積

もる(34;と い うもので あ り、 これに よって算 定 される公正価廼 は現在原価の測定属性 を帯び

一83…
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ること となる.し か し、無形 資産 の価値の源泉 はその独 自性 に認 め られ 、企業外 部者か らの

アクセスが容 易にな るにつ れて価値 が消滅 して しま うもの であ る(as;点 を考 えると、類似資

産の取引事例 を想定 す ること自体 が、無形資産の価値 を捕捉 しよ うとす る考 え方 と矛盾す る

ように思われる。

第3レ ベル は、第2の レベルでの公正価値の .見積 もりを行 うことがで きない場Anに 、他の評

価技 術 を用 いることに よって公 正価値 を見積 もる(?f;と い うもので あ り、具体 的 には、無形

資産 か ら生 じる将来 キャ ッシゴ ・フローの見積 も りなどが行.わ.れる.(3];。SFAC7に お い ては、

将来 キ ャッシュ ・フローの割引現在価値 が公正価値 に該 当 しない(!N;と 明 言 されて いる こと

か ら、第3レ ベルの公正価値 は、第2レ ベルの公正価値 と同様 に現在原価 の測定属性 を有する

と考 えられてい るように思 われ る。

第3レ ベルの公正価値 を現 在原 価 とす るに あたっては、経営 者が主観性 を排 して他 の市場

参 加者の キャ ッシュ ・フロー予測 を行 うことが.可能で あることが前提 となってい るように思

われ るが、将来 キ ャッシュ ・フローの見積 もりに評価者の主観 が反映 され るこ とは避 け られ

ない 〔38;。また、SFAC7に お いては、経 営者の見積 もりと他の市場参 加者の見積 もりが異 な

る原 因について列 挙 されてい る(AC.〕。 さらに、現在FASBに お いては公止価fl貞の .定義 お よびそ

の測定 方法の .見直 しが進 め られてい るが、 ここではその両者 につ いて実 質的な合意 が形成 さ

れて いない との認識が共有 されてい る(a//,

実 際 、経営者 が公正価 値 を見積 もるにあたっては.企 業外 部の:専門家 が利 用 され るケー ス

が増加 してい る(121と い う。 しか し、 専門家 が評価す る価4i直には、投資価値 、清 算価値 など

様 々な ものがあ り、会計上 の公正価値概 念 と必ず しも整合的 でない場.合が ある(aa;と こ ろか

ら、AICPAは 、 専門家 に よる評価 を原 則 と して参照 すべ きで はないHa;と してお り、 また

FASBも 市 場 が存在 しない場 合σ)公.正価値 の見積方 法 につ いて.具体的指 針 を示すべ きか否か

につ いて検討 を開始 して いる(as7。

仮 に第3レ ベルの公正価値 の 見積 方法 につ いて具 体的指針 が提示 された として も、無形 資

産 とい う固有の特性 を有す る資産 を、企業結 合に よって取得 したのか、 または個別 もしくは

他の 資産 とともに取得 したのか によって、異 なる測 定属性 か らなる公正価値概念 ⑯ を適 用

して評価額 を算定 す ることには、会 計数値 の加 法性(会 計理 論の整合性)の 観点か らも(a9: 、

経 済的実態の捕捉 とい う観点 か らも問題 があ る(ax;よ うに思われ る。

以上の ことを考 える と、企業結合時 に取 得 され る無形 資産 を公 正価値 で評価 した結果 と し

ての測定値 に対 して 、会計理論 .ヒ、確 固た る位置づ けが.与え られて いるのかに関 して判断す

るためには、FASBの 更 な る検 討 を待 つ必要が あると思われる。
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IV無 形 資産価値 にかかる情報 のデ ィスクロージャー

情報利用者 の関心 が無形 資産の生 み出す経済的便益 にあ り、当該情 報 を提供す る必 要が高

まって いる とい うFASBの 認 識 が.妥当であ るとすれ ば、今後、無形資産 にかか る情報 のデ ィ

.スクロージ ャーの重要性 は、 これ を公正価値 によって測定 する ことが妥当で あるか否かに か

かわ らず高 まってい くもの と思.われ る。

実際 、無形資産の 会計処理 お よび報告 の方法 に関す る議 論は、企 業結合 プロジ ェク トに お

いて行 われていた ものであ るが 、その成 果 と しての.ステー トメ ン トは 、企業結合時 に取 得 さ

れた無形資産 を対象 とするSFAS141の み な らず 、企業結合時以外に個 別 また は資産グル ープ

と して取得 した無形 資産 を対象 とす るSFAS142に ま で拡張 してい る、 また、SFAS142に お

いて は、今後 の計画 と して、会計上 の対象 とすべ き無形 資産 の対象の範囲 を拡大 す る意図 が

ある旨(49:に も言及 されて い る。

まず、SFAS14].に お いて、企業 結合時に取得 した無形資産に関連 してデ ィスクローズす る

ことが規定 されている情報 を整理 す ると、表1.の よ うになる。

表1企 業結合時に取得 した無形資産にかかる開示情報(SFAS141)

開示箇所 開示情報

財務諸表 公正価f直
　
注記 要償坤無形資産

.i三要 な無形資産の公正価値
、残存価fl直および

加重平均償却年数

非償却無形資産 主 要 な 無 形 資 産 の 公.1衰価 値.

(FinancialAccountlugSland'drdsRoar)【FASB],Sr｢tem｢mfafAccounlingStandardsNo.141:

RusinexsCombixations,FASB,2001,pare,51-52を も と に 作 成)

FASBは 、これらの情報が無形資産から将来生 じると期待 されるキャッシュ ・フローの額

および時期 を見積もるために有羅であるとの晃解(50.を 示 している。 しかし、企業結合時に

取得 される無形資産の公T価 値を客観的に見積 もることが困難であるとの認識が正 しいとす

れば、公正価値を算定するにあたって用いた仮定等の根拠を示 さないかぎり.、数値の意味 を

情報利用者に正しく伝達することは困難であるように思われる。すなわち、投資者をはじめ

とする企業外部の情報利用者は、経営.者の行った主観的判断を知 ることはできないために、

適切な情報開示がなされなければ、無形1の 公正価値として示 され.ている金額の妥当性 に

ついては情報利用者が独自に判断 しなければならず、またこれが将来キャッシコ、・インフロ

ーと乖離するリスクを無条件で負担 しなければならなくなるように思われる.こ こで、財務

諸表に対する注記等補完情報においてデ.イ.スクローズされる情報を 「財務諸表本体(中 略一
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一 引用者)に おいてデ ィスク ローズ され る情報の補完
、補足 または説 明機能 を もつ情報(fi//

で あ るとす ると、財務諸表 上での公正価値評価 を前提 とす.る以上 、注記において、 この よ う

な情報 をデ ィスクローズす る必要 性は高いよ うに思 われる(s2;。

SFAS141に 先 立って公表 された1999年 の 公開草案 においては、公正価値 を算定す るため に

用 いた仮定 および方法 につ いて 、注記 においてデ ィス クローズす ることが規 定 されていたが、

コス トーベ ネフィ ッ トの観点 か ら、SFAS141に お いて この規 定は削除 され た(SA;。 こ の点 に

ついて考 えてみ ると、経営者の負担 すべ きコス トについて い えば 、.公正fdti4iの 見積 もりを客

観的 に行 うこ とが非常に困難で あるところか ら、公正価値の算定根拠 または専門家 を利 用 し

た事実 は、経営者 の能力の程度 をその まま.表現 する もの と して受 け取 られて しま うおそれ も

あ るように思 われる。 この場合 、情報開示 にと もな うコス トは多大 な もの となって しま うで

あ ろう。 また、情報利用者 について い えば、FASBの 提 唱 した企業 結合 にかか る公開草案 の

是非 をめ ぐって開催 された公聴会 において、 「投 資者 が会 計処理 方法の相違 につ いて無差別 で

ある との研究成果 が示 され、パーチ ェス法 に一元化 された結果 と して新 しいデ ータがデ ィス

クローズ され たと してもその有用性 はほ とん どない(sa>と の認識 が示 されていることを考 え

ると、.公正価 値情報 を公表す る ことに よって得 られ るベネフ ィッ トは、経営者側 が負担 す る

コス トを .ヒ回 るものではない ように も思 われ る。

しか し、現在FASBが 進 めて い る公正価値 の定義 お よび算定方 法に関す る研究 を通 じて 、

解釈の余 地が よ り少ない公正価値 を算定 す るための具体的 な指針 が示 され ることとなれば 、

公正価値 情報 を基本財務諸表(ssに お いて開示 す ることに よるコ.ス トが低 減 し、その妥 当性

も高 まると考 え られ る。 したが って 、公ldtiii直情 報 の開ポ をめ ぐるコ.ス トーベ.ネ フィッ トの

問題 は、今後の研究成果 の進行 とともに容易 に変化 してい くものであ ると理解すべ きで あ る

よ うに思 われ る。

無形資産 の価値 がその独 自性 に認め られ、 ここか ら得 られ る収益rを 判断す るための基準

と して 市場取 引価格 を参照す る ことが必ず しも妥 当ではない とす る と、無形資産が企業 に も

た らす キ ャッシュ ・フローを1'測 す ることは、他の資産 が企業 に もた らすキ ャ ッシュ ・フロ

ー を予測す るよ りも困難で あるよ うに思われ る
。 したがって、無形資滝 にかか る情 報ニー ズ

が これ を保有 してい る.企業の経済 的実態 を明 らか にす るこ とに あるとす れば、現状 において

公正価f直の意義 が明確 に されて いない以上 、情 報利用.者の リスクを軽滅 させるためには、経

営.者に とっての主観 的価値 をデ ィスクローズす ることも視野 に入れて検 討する必要 があ るよ

うに思 われ る。
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Vお わ りに

小稿 においては、 まずSFACの 資 産概.念に基づいて 、r業 結.合時 に取得 した無形資産 の資

産性 について検 討 した。 ここで は、SFAS14tに あ げ られてい る無形資産の要件が公正価値 を

見積 もるために十 分な情報 を得 るために必要 とな ることをあげ、公正価値 が無形 資産 を財務

諸表において認識 するための判断基準.と.なうていること.を述 べ た。

次いで、 この公正価値 概念の妥 当性 について、基本財務諸表 に おいて認 識 され る項 目の有

すべ き測定属性 の観点 か ら検 討 した。 ここで は、現在FASBの 提 唱 してい る公正価値概 念 に

測定属性 を異 にす る3つ の レベル が存在 してい ること、および その ため に公正価値概 念が論

理矛盾 を内包 してい ることを述べた。

最後 に、無形資産価値 情報 のデ ィス クロー ジャーにつ いて、無形資産 に対す る情報ニ ーズ

の観点 か ら検討 した。 ここでは、公正価値 概念の限界 を前提 と して、情報利 用者が公正価値

情報 をよ り適切 に自 らの投 資意 思決定に利用で きるよ うに、無形資産 にかか る経営者の価値

判断 にかか る惜報 をデ ィスクローズす る必要性 につ いて もC]及 した。

FASBは 、SFAC7に お いて、原初 認識時の測 定 および それ以降 の期末 に おけるフ レ ッシ

ュ ・ス ター ト測定の場 合に、公 正価値 に よる評価 がほぼ例 外 な く基本 となる旨(6B;を 明 らか

に しているが、その根本 とな るべ き公正価値概念 自体 につ いて は、現在 見直 しが進 め られて

お り、2004年 第2四 半 期 に公開草案が公表 され る ジ定 となって い る。

また、公正価値概 念の見直 しのための プロ ジェク トと同時期 に着手 され た、無形 資産 のデ

ィス クロージ ャーお よび公正価値 評価 を.前提 とした フレッシュ ・スター ト法 に関するプ.ロジ

ェ ク トは、現在 、棚上 げ(inactive)状 態 にあ りfsY、 これ らの ことを考 える と、FASBが 今 後

公正価値 評価 に対 して慎重 な姿 勢 を とるこ とも予想 され る。 しか し、 自己創設 無形 資産 に代

表 され るよ うに、従来 オ ンバ ランス されて こなか った無形の経 営資源の価値 を会計上認識す

ることに対 しては、情報利 用者のニ ーズに応 える観 点か ら、今後 もその必要性 が高 まってい

くもの と思われ る。 したが って、 この公正価値概 念 をめ ぐるプ ロジェク トの研 究成果は、 今

後の無形資産 にかかる会計処理 を検討 するにあた り強 い影響 力 を有す るもの と考 えられ るが、

この点につ いて は、FASBの プ ロジェク トの進行 とあわせ、引 き続 き検討 を行 いたい。

幽;

.幽
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